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【問題と目的】

文部省では，1993年に学校教育法施行規則

の一部改正等を行い，小中学校における「通級

による指導」という教育の一形態を制度化し

た。その後，中央教育審議会（2005）の「特別

支援教育を推進するための制度の在り方につい

て（答申）」では，LD・ADHDの児童生徒に

ついて，小中学校での通級指導の対象とするこ

とを明確に示した。さらに，学校教育法の一部

改正（2007）により，盲学校，聾学校，養護学

校が障害種別を超えた特別支援学校に一本化さ

れ，特殊教育が特別支援教育に改められた。こ

のように特別支援教育に関して法的な整備が進

みつつあるが，2005年の答申の対象は小中学

校のみであり，高校は含まれていない。それゆ

え，高校における特別支援教育は小中学校と比

べて後れているとも考えられる。

特別支援教育の推進に関する調査研究協力者

会議での「高等学校における特別支援教育の推

進について高等学校ワーキング ･ グループ報

告」（2009）では，高校での通級による指導に

ついて将来の制度化を視野に入れた実践を進め

る必要性など，高校における特別支援教育を推

進するための方策が示された。中央教育審議会

初等中等教育分科会（2012）では，「共生社会

の形成に向けたインクルーシブ教育システム構

築のための特別支援教育の推進（報告）」にお

いて，高校で自立活動等の指導を可能とするた

めの検討が議論された。さらに，高等学校にお

ける特別支援教育の推進に関する調査研究協力

者会議（2015～2016）では，高校での通級によ

る指導の制度化及び充実方策について集中的な

議論を行った。このことから，学校教育法の一

部改正以降，高校における特別支援教育の議論

が始まり，通級指導の導入が検討されてきたと

考えられる。

2016年 12月には，「学校教育法施行規則の

一部を改正する省令」が公布され，2018年 4

月から施行された。その主な内容として，高校

又は中等教育学校の後期課程において，言語障

害者，自閉症者，情緒障害者，弱視者，難聴者，

LD・ADHD等，当該障害に応じた特別の指導

を行う必要があるものを教育する場合には，特

別の教育課程によるものとし，単位修得の認定

が定められた。この改正によって，初めて高校

に通級が導入され，教育課程に位置づけられる

ことになった。それゆえ，各学校での通級指導

が開始できることになった。

文部科学省は高校生を対象とした通級による

指導の 2019年度実施状況を公表した。国公私

立の高校で，通級による指導が必要だと判断さ

れた生徒は合計で 2,485人おり，約 4割に当た

る 1,006人が実際に通級による指導を受けてい
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た。しかし，ほぼ同数の 1,085人は，指導体制

が確保できなかったため，通級による指導を受

けていなかった。通級による指導が必要と判断

された生徒のうち，1割強は本人・保護者の希

望で受けなかった。つまり，高校での通級の導

入直後は，約半数近くは通級指導を受けておら

ず，完全な実施はなされなかったことが示唆さ

れた。

佐野（2017）は，特別支援教育の場は特別支

援学校から小中学校へ，そして高校へ広がって

きているが，高校における特別支援教育の推進

は大きな課題を抱えていると指摘した。その原

因の一つとして，海口（2020）は高校への財政

的支援が少ないこと上げている。特に，文部科

学省の特別支援教育に関する 2019年度の予算

は高校よりも義務教育への配分が多く，高校は

まだ恩恵を受けていない状況であると報告し

た。また，吉村・飯塚（2020）は，発達障害等

の生徒の特性に応じた支援に関しては，教職員

の増員等の予算的な措置が必要であるとした。

さらに，大西（2019）は，教員配置に関して「公

立高校の適正配置及び教職員定数の標準等に関

する法律」において特別支援学級に関する記載

がなく，高校には特別支援学級を設置すること

ができないことを指摘した。このような高校に

おける財政的課題，特に教員配置の問題は，特

別支援教育を推進していく上で大きな課題と

なっている。

そこで，本研究では高校における特別支援教

育を推進する上での課題と考えられる先行研究

の知見を整理し，その上で高校での特別支援

教育のあり方について考察することを目的と

した。

【方法】

本研究では，学術論文雑誌検索サイト CiNii 

Articlesで「高校」「特別支援」「教育」「課題」

をキーワードとした学術論文を 2000年以降か

ら 2022年までを学会誌に収録されている発表

論文，大学紀要等も含めて検索した。しかしな

がら，この分野の研究は非常に遅れており，研

究論文も少ない状況であった。そのため，領域

を限定せず高校教育に活用できる学会レベルの

知見をすべて取り入れることとした。それで

も，本数が少ないことが想定されたので，研究

紀要等も含めて検討した。その結果，91件が

検索された。なお，それらの先行研究に引用さ

れ，先行研究を概観する上で重要と思われる論

文や報告等についても対象とした。

その中から，高校における特別支援教育の課

題に関わる先行研究を整理してまとめた結果，

「インクルーシブ教育の推進に関する知見」「発

達障害への支援に関する知見」「中学校と高校

の連携の脆弱性に関する知見」の 3つのカテゴ

リーに分けられた。以下，3つのカテゴリーを

基に整理することにした。

【結果】

（1）インクルーシブ教育の構築に関する知見

2019年 9月より「新しい時代の特別支援教

育の在り方に関する有識者会議」で議論が行

われ，2021年 1月に報告が取りまとめられた。

その中で，インクルーシブ教育システムの理念

を実現し，特別支援教育を進展させていくため

に，連続性のある多様な学びの場の充実と整備

を着実に進めていく必要性が示された。山入端

（2018）は高校における特別支援体制を進め，
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校内支援体制を確立した。途切れのない支援が

スムーズに行えるように校内での引き継ぎと中

学校との連携を図る大切さを示した。また，青

木（2018）は，通級による指導の意義は「イン

クルーシブ教育の実現」であるとし，小中学校

における特別支援教育の実績をもとに，基本的

には高校の通常学級での学習を受けつつ一部で

は特別な支援を受けることを強調した。一方，

田上・猪狩（2018）は，高校でのユニバーサル

デザイン化は教科教育だけでなく，青年期教育

としての意義が大きいと報告した。百瀬（2016）

は，特別支援教育の知見を生かした学校経営と

して，高校のユニバーサルデザイン化に向けて

尼崎市と連携した事例を報告し，幼稚園から高

校，大学までの教員が異校種の壁を乗り越えて

1つの研修グループとして学びを進めたことを

紹介した。これらの報告から，インクルーシブ

教育の構築，高校のユニバーサルデザイン化と

いう制度的な取り組みが特別支援教育の推進に

深く関連していることが示された。

教科教育に関して，中村・佐々木・小田島

（2016）は高校数学において特別な支援を要す

る生徒が多く在籍する学級への指導の工夫とし

て，「対話型アクティブ・ラーニング」を実施

した。その結果，学習内容の理解に効果があり，

学習内容の理解感が向上することが明らかに

なった。英語教育では，大谷・飯島・筑道・小

川（2015）は小中高大の連携が重要であるとし，

英語が苦手な子どもの支援を優先させながら，

得意な子どもたちも伸ばせる支援のあり方，ユ

ニバーサルデザインの構築の必要性が示唆され

た。国語では，澤口・瀬戸（2015）は，高校生

の読解に関するつまずきは読書量の低下，語彙

力不足，意欲のなさとし，これらを乗り越える

支援の工夫を求めている。つまり，授業におけ

る特別な支援は，教科の特殊性を考慮し，合理

的配慮を鑑みながら更なる授業改善が必要と考

えられる。

以上の（1）の先行研究を検討した結果から，

学校の教育課程，発達段階に応じた教科指導，

学校種を超えた連携など，制度的な連携に関す

る知見が示された。その中で，インクルーシブ

教育システムを構築するための合理的配慮の必

要性，学校運営や教科におけるユニバーサルデ

ザイン化の更なる検討が課題として示された。

（2）発達障害などの個に応じた知見

中央教育審議会（2005）の「特別支援教育を

推進するための制度の在り方について（答申）」

では，LD・ADHD・高機能自閉症等の状態を

示す児童生徒がいじめの対象となったり不適応

を起こしたりする場合があり，それが不登校に

つながる可能性もあると示した。宮尾（2019）

は，知的に高い発達障害の子どもたちは社会

性，認知，学習に様々な困難を伴っており，不

登校に至る要因と治療過程を検討した。その中

で障害部分は支援が必要であり，得意な部分は

伸ばしていく教育が必要とし，二次障害を引き

起こさないような理解と取り組みが求められる

と報告した。また，式部・鳥居（2018）は，発

達障害等の特別な支援を必要としている生徒へ

の支援を行うには，生徒に関わる教員の特別支

援教育に関する知識の向上や正しい理解につい

て啓発していくことが不可欠であるとした。特

に，学校教員を対象とした研修やコンサルテー

ションの実践は，小中学校で多く実践されてお

り，高校での研修実施や効果検証は今後の実

践が待たれているとした。一方，海口（2017）
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は，発達障害のある生徒が在学中だけでなく卒

業後の社会生活においても安定した生活を送る

ことができるよう望ましい支援の必要性が求め

られていると報告した。その中で，高校は専門

機関との連携については，小中学校に比べ十分

に生かされていないため，特別支援学校でのセ

ンター的機能の活用が望まれると指摘した。竹

本・安田・髙橋（2014）は，中学校時代までに

発達障害と近似した困難を有する生徒への指導

として，中学校からの生徒情報シートを作成

し，分かる授業を工夫して取り組むことは発達

障害のある生徒だけでなく，すべての生徒の学

力向上につながっていくと報告した。つまり，

発達障害を抱える子どもたちへの支援は，いじ

めや不登校の二次障害防止，高校教員の研修，

特別支援学校との連携，情報共有等が重要であ

ると考えられる。

玉木・海津・榎本・伊藤・廣島（2022）は，

新しく展開されている高校の通級を踏まえると

現在の発達障害における通級指導のニーズに，

より適した自立活動の内容や枠組みを検討して

いくことが今後の課題になるとした。さらに，

海津・玉木・榎本・伊藤・廣島・井上（2022）

は，通級という発達障害のある児童生徒を指導

する専門的な場で，通常学級での学習活動への

参加をスムーズにし，障害による障壁をなく

し，児童生徒の能力を最大限に発揮できる状況

を創り出せるかが今後ますます求められるとし

た。それゆえ，高校での通級指導において，障

害やニーズに応じた個別最適化を踏まえた指導

が重要になってくると考えられる。

以上の（2）の先行研究を検討した結果から，

発達障害に関して適切な関わりを継続していく

ことでいじめや不登校の未然防止につなげてい

くことが示唆された。しかし，高校における通

級指導は始まったばかりであり，中学校との連

携，個に応じた適切な指導などを進めていくこ

とが課題として浮かび上がってきた。

（3）中学校と高校の連携の脆弱性に関する知見

2019年 5月 1日現在での通級による指導実

施状況調査では，全国で通級指導を受けている

小学生 116,633人，中学生 16,765人であるのに

対し，高校生 787人という結果であった。この

ことに関して，三上・村上（2022）は，児童生

徒が前向きに学習に取り組み，つまずきが軽減

した場合，特別支援学級を退室（退級）してい

くシステムがあると報告している。しかしなが

ら，この各校種間の数字の大きな違いから，そ

れぞれの連携がうまくなされなかったのではな

いかとも考えられる。

「新しい時代の特別支援教育の在り方に関す

る有識者会議の報告」（2021）の中で，高校で

は 2018年度から通級による指導が開始され，

2019年度からは全都道府県で実施となった。

高校入試では障害のある生徒に対する合理的配

慮の提供が進みつつあり，実際に配慮を行った

学校数は着実に増加したと示した。その中で

も，特に高校から大学等への進学や就労する場

合，適切な引継ぎや連携が重要であると報告し

た。このことに関して，和田・堀・廣島・根

塚（2017）は，中学と高校，高校と卒業後の進

学や就職先との連携が求められるとし，地域の

教育資源を生かすために校外機関との連携の在

り方も検討すべきであるとした。こうした引継

ぎを円滑に行うためには，義務教育段階から学

校と保護者が情報共有を行い，学校校種を超え

た切れ目ない引継ぎをしていく重要性が示され
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た。2021年の「学校基本調査」では，中学校

の特別支援学級を卒業し，特別支援学校では

なく高校に進学する生徒は 14,765名であった。

その数の多さからも中学校と高校の連携，特に

生徒に関する情報交換や引継ぎは重要であると

考えられる。

小木曽・都築（2016）は，中学校と高校で「個

別の教育支援計画」などをとおした情報共有を

望んでいるにも関わらず，現状として連携がう

まく機能していないことを指摘している。その

理由の一つとして，高校入試よりも前に生徒情

報を高校側へ伝えることに対する保護者の不安

があるとした。森部（2017）も，発達障害のあ

る生徒を対象にした中高連携について，中学校

側の高校との連携への課題意識は低いことを指

摘している。このことから，生徒の状態を熟知

している中学校と高校の間では，密な連携が図

れていない可能性もあると考えられる。

佐野（2017）は，義務教育での特別支援学級

や通級による指導は長い歴史の上に展開されて

いるのに対し，高校では支援法や指導法に関す

る蓄積が圧倒的に不足していることを指摘し

た。また，関・姫野・安達・近藤（2017）は，

高校の多様性を考えると小中学校の通級モデル

を当てはめるのではなくて，地域や学校の実態

に応じた支援体制づくりの柔軟性が必要である

とした。さらに ,加藤・北村（2017）は，高校

での通級は，自立活動を中心に据えて指導計画

を作成することになるが，高校の教員はその自

立活動の指導経験がない場合がほとんであると

報告した。つまり，経験不足という課題を抱え

る中で高校は小中学校の通級を模倣するのでは

なく，地域や学校の状況及び生徒の実態に応じ

た支援体制づくりが求められていると考えら

れる。

吉澤（2018）は，小中学校では通常の学級，

通級，特別支援学級といった連続性のある学び

の場が整備されているが，中学生の 98％が高

校に進学する今日において困難を抱えたまま高

校に入学している現状があると指摘した。そこ

で，大西（2019）は中学まで特別支援学級で学

び続けた生徒が高校を選択し進学した場合，特

別支援学級で学ぶことができない状況から，高

校での特別支援学級の新設を提案している。現

状では，高校において特別支援学級で学ぶべき

生徒の学習環境が整えられていないと考えら

れる。

多田・船橋（2019）は，高校での通級の課題

として生徒の自立活動に関する設備や備品，教

材の予算化，教員の加配などを上げている。吉

村ら（2020）は，高校では中学で特別支援教育

を受けていた生徒が進学しているが，引き継ぎ

が十分に行われているとは言えず，脱落する生

徒もおり，更なる合理的配慮を伴った支援の展

開が望まれていると報告した。海口（2020）も，

高校において特別支援教育が進展しない理由

は，学科の多様化，予算の不足，教員の質の向

上などを上げている。これらの山積する様々な

課題が高校での特別支援教育の推進を妨げてい

ると考えられる。

以上の（3）の先行研究を検討した結果から，

義務教育と高校のシステム上の相違，高校にお

ける特別支援に関する予算措置，教員の加配，

高校教員の特別支援に関する資質向上，高校入

試の問題，中学校と高校との連携などが課題と

なっている。
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【考察】

先行研究を 3つのカテゴリーに分けて整理し

た結果，高校における特別支援教育のあり方に

ついて，次のような 2点が見出された。

（a） 高校における特別支援教育は，法的な整備

とともに，制度的なまとまりから，いじめ

や不登校防止を含めた発達障害に対応する

ための取り組みにつながっていくポジティ

ブな面が見られた。

（b） 中学と高校における特別支援教育には，連

携の脆弱性が見られ，高校の学科の多様

性，特別支援教育に関わる人的・物品的予

算の問題，高校教員の資質，高校入試，外

部機関との連携などが課題となっているネ

ガティブな面が示された。

これらの結果から，高校における特別支援教

育に関して，ポジティブな部分とネガティブな

部分について考察し，高校における特別支援教

育のあり方について検討する。

（a）特別支援教育に関するポジティブな部分

特別支援教育の推進のための学校教育法等の

一部改正（2007）により，特殊教育から特別支

援教育となった。その後，高校ワーキング・グ

ループ報告，高校における特別支援教育の推進

に関する調査研究協力者会議などを踏まえて，

2016年に学校教育法施行規則が一部改正され，

その 2年後に高校における通級指導が開始され

た。そのような法的な整備の中で LDや ADHD

などの発達障害に対する支援が強調されてき

た。特に，回りの子どもや教員たちが適切な関

わりをすることで，いじめや不登校につながら

ないようにしていくことが求められている。こ

のような適切な取り組みを学校全体で押し進め

ていくポジティブな面が，特別支援教育の特徴

であるとも考えられる。

式部ら（2018）は，高校における特別支援教

育を推進するためには発達障害のある生徒自身

や保護者のニーズについて実態を調査する必要

があるとした。さらに，海口（2017）は，高校

の特別支援コーディネーターへの調査から望ま

しい支援を 3つ上げている。それは，生徒と保

護者の立場に立った支援，教員の立場からの支

援，社会的自立を支えるための企業や社会から

の支援である。具体的には，雇用拡大だけでは

なくて，就職先での定着が図られるような社会

全体での支援が必要となってくるとした。一

方，清水（2020）は，発達障害児がどのような

支援を受け，どのようなスキルが身についてい

るのか個別の支援計画を策定し，その内容を移

行期において十分に引き継ぐ体制づくりが求め

られるとした。このように，いじめや不登校防

止を含めた発達障害に対応していくポジティブ

な側面については，支援体制の引き継ぎ，支援

ニーズの分析，雇用先での支援など長期にわ

たる個別のケアが非常に重要であると考えら

れる。

（b）特別支援教育に関するネガティブな部分

田部（2011）は，高校における特別支援教育

の法的整備が進みつつある中で，早い時期から

国や自治体からの財政措置の必要性を訴えてい

る。特に，支援員や専門職の配置，教員の加配，

教職員の研修，学習環境のユニバーサルデザイ

ン化などの体制整備について行政による財政支

援は不可欠であると報告した。一方，小木曽ら

（2016）は，高校の特別支援教育は中学校と連
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携がうまく機能していないと指摘している。さ

らに，関（2017）らは定時制や就職者が多い高

校に加え，生徒数が少ない小規模校に教育上特

別な支援を必要としている生徒が多く在籍して

いる傾向があると報告した。遠藤・酒井（2019）

は，進路多様校では社会的自立に向けた職業観

を養う以前の段階にとどまっている生徒が多く

在籍している可能性があるとした。具体的に，

酒井・林（2012）はそのような小規模校や進路

多様校では，学校不適応による長期欠席のため

単位が取れなかったり，出席日数不足のため中

途退学や通信制高校への転学となったりする生

徒も少なくないことを指摘し，学校におけるリ

スク回避が出来ず，社会的に排除されていくと

示した。遠藤・酒井（2020）も，進路多様校に

進学してくる生徒は中学時代までに何らかの傷

つき体験をしている生徒が多く，主体性や自己

期待感を取り戻し学力の向上によって進路を拡

げていくことが教育効果の一つであるとした。

これらのことから，特別支援教育を推進するに

あたって，中学校や外部機関との連携不足，高

校の特別支援教育に関する予算不足などネガ

ティブな部分が明らかにされた。特に，この特

別支援教育の更なる発展は，小規模校や進路多

様校での実践に深く関わっていると考えられ

る。制度的には整ってきた高校での特別支援教

育はポジティブな面が見られる一方で，実際の

各学校での運用レベルで座礁に乗り上げている

ようなネガティブな状態が危惧されている。

小栗ら（2019）は，教育困難校から毎年多く

の中退者が出て，社会的弱者の立場から抜け出

せなくなっていることから，キャリア支援のた

めの外部機関との連携は必須のものであると報

告した。また，松田（2014）は，中学校まであ

まり学校に行かなかった生徒が多く進学してい

る高校の事例で，地域の産業や子どもたちとの

ふれあいなどの活動を報告している。このよう

な体験学習をとおした高校独自の取り組みや，

外部機関との連携をとおして，高校における特

別支援教育のネガティブな側面を解決につなげ

ていくことも有効であろう。

以上の研究結果から，本研究の目的である

高校における特別支援教育を整理したところ，

（a）いじめや不登校防止を含めた発達障害に対

応するためには，支援体制の引き継ぎ，支援

ニーズの分析，雇用先での支援など長期にわた

る個別のケアが必要であること，（b）外部機関

と連携した高校独自の取り組みをとおして，特

別支援教育のネガティブな側面を解決につなげ

ていくことの 2点の重要性が明らかとなった。

しかしながら，この分野に関する先行研究は

非常に少なく，十分な知見が得られなかった。

そのため，学会誌だけに領域を限定せず，大学

紀要，研究紀要，研究収録，学会年報なども含

めて検討したが，学術的な先行研究が少なく，

十分な考察ができなかったことは憂慮すべき点

である。

今後は，フィールドスタディとして，中学校

において効果的に特別支援教育を推進している

学校，高校で通級指導を積極的に取り入れてい

る推進校について調査し，総合的に高校での特

別支援教育のあり方について検討していくこと

が期待されるであろう。
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